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〈判例研究〉

地域自治会による神社関係費一括徴収 と

自治会員の信教の自由

(鳥栖市 自治会神社関係費訴訟、佐賀地裁平成14年

4月12日 判決判時1789号ll3頁)

花 見 常 幸

【事実の概要】

本件では、原 告 らが平成3年 に構成員 として加入 した地域 自治会で ある被告

町区(平 成9年 、地方 自治法260条 の2に 基づ いて 「地縁 による団体」 として法

入 の認可を受 けている。以下 「被告町凶 とい う。〉がA神 社の氏子費等の神社

関係費の支出を一般会計 とは区別 しないまま一括 して区費(自 治会費)を 徴収

していたこ とに対 し、浄土真宗の信者であ る原告 らが、平成6年 に、 こうした

区費の徴収方法 は原告 らの信教の 自由を侵害す るとして、神社関係費 を控除 し

た 自治会費の支払を しようとしたが、被告町区はその受領 を拒否 した。 それ以

降、原告は、被告町区の構成員 として扱われず に様々 な不利益 を受けた として、

被告町区に対 し、構成員の地位 を有することの確認 と構成 員名簿への登載 を求

め るとともに、被告町区及びその代表者 に対 し、被告町区の違法な取 り扱 いに

よ り原告 らの信教 の自由ない しは信仰の 自由(宗 教的人格権)が 侵害 された と

して、不法行為 に基づ く慰籍=料等 の損害賠償 の支払 を求めた。

【判 旨】

一部認容
、一部却下、一部棄却(確 定)。 本判決 は、争点(D区 費の徴収方法

自体 の適否について、争点(2)構 成員た る地位の有無 について、争点(3)不 法

行為 の成否について、 それぞれ以下のように判示 して、区費 に含 まれ る神社関

係費の支払いを拒否 した原告に対 して、 自治会員 としての取扱 を しなかった被

告町区(自 治会)の 行為 は、原告の信教の 自由を侵害 し違法で あるとして、原
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告の自治会員 としての地位確認請求は認容 したが、不法行為による慰謝料請求

は棄却 した(構 成員名簿への登載請求については却下)。

一 争点(1)区 費の徴収方法 自体の適否 について

(1)「当裁判所 は、平成6年 当時の被告町区の区費の徴収方法(特 定宗教関係

費の支出を一般会計 とは区別 しないまま一括 して区費を徴収する方法)は 、神

社神道を信仰 しない原告 らに とっては、事実上、宗教上の行為への参加 を強制

するもので あ り、原告 らの信教 の自由ない しは信仰 の自由を侵害 し、憲法20条

1項 前段、2項 、地方 自治法260条 の2第7項 、8項 等の趣 旨に反 し、違法であっ

た と考 える。

以下、各争点 に従 って検討 を進め、その理 由を述べ る。」

(2)A神 社、神社神道の宗教性

A神 社 の宗教性 については、氏子集団が存在 し、Tり の際 には宮司が来て神

事 を神社神道の方式 に従 って行 ってお り、 さらにA神 社 の組織、 目的、施設 の

いずれの側面か らみて も、神社神道に基づいた宗教活動 を行 うこ とを目的 とし

ていることは明 らかであ り、A神 社 は憲法20条1項 後段、同89条 にい う宗教団

体であ ると認 められ る。

(3)私 人間効力の問題

「本件で侵 害主体 として問題 となってい るのは地域 自治会 とい う任意団体で

あるか ら、私人間の問題 とな り、直ちに憲法違反 の問題が生 じるわけで はない。

しか しなが ら、その強制 の態様、程度が社会的に許容 しうる限度を超 えるとき

には、原告 らの信教 の自由を侵害す るもの として、民法1条 、90条 の趣 旨に照

らし、私入間 においても違法 と評価すべきである(三 菱樹脂事件最高裁判決)」。

そこで、「違法性の有無、すなわち、強制の態様、程度が社会 的な許容限度 内で

あるか否か を判断す るためには、原告 らの被侵害利益の性格や、侵害主体 とさ

れ る被告町区(地 域 自治会)の 性格等 にっ いて、 さらに詳細 に検討 を加 える必

要が ある。」

(4)原 告 らの被侵害利益の性格

そこで まず、原告 らの被侵害利益 の性格 を検討す ると、「信仰が人間の存在 に

とって重要 な意味を持つ もので あるが故 に、 そこに自由な領域 を確保す る利益
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は、対国家 との関係だ けでな く、私人に対す る関係 においても十分 に保障 され

るのが望 ましい(も っ とも、私法関係 において は、一次的には私的自治の原則

が妥当す るか ら、実際には様々な制約が ある。)。かか る意味で、信仰 の 自由は、

それを原告 らが主張す るような宗教 的人格権 と呼ぶかは別 に して、私人間 にお

いて も法的 に保護 された利益 とみ るぺ きであ る。」

宗教的人格権 はその内容が曖昧であ り、具体 的な法的利益 として保 障された

もの とはいえない とい う被告 らの主張について は、「本件で は、違法性 の有無 の

判断 をす るために被侵害利益の性格 を問題 としているに過 ぎないか ら、『具体

的』な権利で ある必要 まではない とい うべ きで ある。」

しか し、「特定の私的団体 とその構成 員 との関係 において、団体 が構成員 に対

して特定の宗教上の行為への参加等の強制を した としても、それが直ちに構成

員の信教の 自由ない しは信仰 の自由の侵害であ り、違法であるとい うこ とはで

きない。それは、多 くの場合、当該団体が任意加入の私的団体であるこ と、す

なわち、構成員が、① 自らの自由な意思に基づ き、そのような強制が伴 う関係

を形成 したか らで あ り(自 己責任)、 ②意に反 す る強制が あって も、当該団体 か

ら脱退す ることで侵害状態を回避す ることがで きるか らにほかな らない(脱 退

による回避)。 しか し、形式的には任意加入の団体で あって も、①加入の自由が

大 き く制限 されていた り、②脱退の 自由が大 き く制限され、あるいは、困難 な

ためにその期待可能性 がないな ど、実質的に強制加入 の団体 ない しはそれ に準

ず るような団体で あると認め られ る場合 には、事情 が異なって くる。」

(5)被 告町区(地 域 自治会)の 性格

そこで、被告町区の性格 を検討す る と、「被告町区は、任意加入 の団体で あ り、

その加入及 び脱退 は、原則 として区民の自由な意思による。 しか しなが ら、任

意加入の団体 とはいって も、……被告町区は、 その 目的に従い、地 区の清掃活

動や体育祭、敬老会、回覧板の回付等の当該地域 における様々な共 同活動 、広

報 活動を行 い、地域活動 における中核 的な役割 を果 た している上、B市 との連

絡や市報の配布等の事務 を行 うな ど、公共 的な役割 をも担 っている。 そ して、

それ らの活動及び各種サービスは、 その性質上、当該地域の居住者全員が参加

し、享受す ることが予定 された ものであ り、かつ、 それが望 ま しい状態で もあ

る。実際にも、被 告町区への加入状況をみると、平成13年 当時においては、……
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加入率 は98パ ーセン ト以上 と極めて高 い。……結局、被告町区では、事実上、

運用 として全戸加入制が とられていた もの とみるほかない。そ して、被告町区

に加入 しない とい うこ とは、生活の重要な基盤である居住地 において、上記の

ような地域の共 同活動 に参加 できず、かつ、各種サー ビスを受 けられない とい

うことであ り、 しか も、事実上、全戸加入制 をとって きた被告町区の方針 に明

確 に反す ることで もある(そ の ことで、地域社会か ら疎外 され るこ ともあ り得

る し、 その こ とに大 きな心理的負担 を感 じる者 は少 な くない と考え られ る。)。

これ らの事実 によると、被告町区への加入は、強制 されているとまで はいえな

いに して も、 その自由は大 き く制限されてい るとい うべ きである。」

「また、被 告町区か らの脱退が 自由であるとはいって も、C町 には被 告町区以

外の地域 自治会 は存在 しないか ら(地 域 占拠性)、 脱退者 には、居住地区の 自治

会には全 く加入 しないか、居住地か ら離れた他 の自治会へ加入するか、いずれ

かの選択の余地 しかない。 これ らの事実によると、脱退 について も、 その 自由

は大 き く制限 されてい るとい うべ きである。」

「そ して、地方 自治法 は、地域 自治会の法人化 について、『良好 な地域社会 の

維持及び形成 に資す る地域的な共 同活動を行 うこ とを目的 としていること』(同

法260条 の2第2項1号)と 定 め、その 目的の公共性 を要件 としている。」「さら

に、『正当な理由がないか ぎ り地域 自治会への加入を拒否できない。』(同条7項)

と定 め、区による加入拒否 を制限 しているが、 これ は、地域 自治会が公共的な

役割 を果 た していることを考慮 したか らにほかな らない。 この ことは、例 えば

一般企業が採否 の自由(契 約の 自由)を 有 し、 ことに傾向団体であれば、加入

者 に対 して特定 の信仰、主義、主張等を問 うことが相当 とされる場合 もあるの

とは明 らかに異なる。さ らに、『民主的な運営 と不当な差別の禁止』(同条8項)、

『特定 の政党 のための利用の禁止』(同 条9項)な どを定 め、地域 自治会の公共

性 を側面か ら担保 しようとしている。」

「したが って、被告町区は、その公共性が法的にも明確 に位置づ けられている

上、加入及 び脱退の自由が、いずれ も大 き く制限 されてお り、これ らによる と、

被告町区は、強制加入団体 とは同視で きないに して も、 それ に準ず る団体 であ

るとい うべ きであ る。 そ して、被告町区が このような性格 を持つ団体である以

上、 その運営は、構成員が様々な価値観、信仰を持つ ことを前提 にしてなされ
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なけれぼならない。」

(6)特 定宗教関係費各支出の宗教性

このような性格を持つ被告町区が、原告 らに対 し、特定の宗教上の行為への
z)

参加 を強制 した といえ るか否かの判断のため、A神 社 に関す る特定宗教関係費

各支出の宗教性 について検討する必要が ある。検討の結果、各支 出の中で、①

神社の信者(氏 子)と しての会費である 「氏子費」、②神社本庁 によって各神社

に掛 けられる賦課金の ことである 「社格割」、③ 「諸手当」の うち、被告町区が

祭 りを実質的に主催 す る際 に、宮 司に対 し神事の主宰 に対する手当 として支出

されている 「大祭当番班長」、④ 「願成就其他」の うち、被告町区が祭 りを実質

的に主催 する中で、区費の中か らA神 社 に支 出 されている部分、以上4つ の支

出については、宗教性 のある特定宗教関係費 と認 め られ、被告町区の活動 目的

の範 囲外の支 出である。

(7)区 費の徴収 と支 出の関係

次 に、区費の徴収 と支出の関係 につ いて検討 を加 え、原告 らか らの区費の徴

収が原告 らに対 して宗教上の行為への参加 を強制 す るもの と評価で きるかを検

討 しなければな らない。

「区費の徴収 と支出は、被告町区の規約上、根拠及び手続 をいずれ も異 に して

い るが、地域 自治会の活動 に伴 う支出 とい うのは、 も とも と限定 された もので

あって(政 策 的判断の余地が少 ない。)、実際に も、支出の費 目は、数年 間、 ほ

ぼ一定 していて変化 がない こと、それ らの支出に対応す る形 で機械 的に区費の

徴収が確定 されて きた ことな どの事実が認め られ、 これ らの事実 によると、 区

費 の徴収 と支 出 との間には、直接的、具体的な関連性があ るとい うべ きであ る

(被告 らが指摘 す る上記 の判決 は、国税 の徴収 と支 出 との関係 に関 す るもの

であって、本件 のような目的、活動が限定 された地域 自治会 には妥当 しない。)。」

「したがって、被告町区の区費 の支出 と徴収 は、違法性 の有無の判断 において

相互 に密接 に関連す るもの といえる。 そ して、本件 では、被告町区は、原告 ら

に対 し、何 らかの宗教上の行為 への参加 を直接に強制 したわけではないが、特

定宗教関係費 の支 出を続 けなが ら、原告 らか ら区費を徴収す るとい うことは、

原告 らにとっては、区民で あるために、信仰 しない ことを誓 った神社神道 のた

めに区費 の支払を余儀な くされ るとい うことであ り、 これ は、被告町区への加
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入及 び脱退の 自由が大 き く制限されている とい う現状 に照 らす と、事実上、原

告 らに対 し、宗教上の行為への参加 を強制 するもので あった と認め られ る。」

「したがって、冒頭に述べた とお り、被告町 区の区費の徴収方法 は、神社神道

を信仰 しない原告 らに とって は、事実上、宗教上の行為への参加 を強制す るも

ので あ り、原告 らの信教 の自由ない しは信仰の 自由を侵害 し、憲法20条1項 前

段、2項 、地方 自治法260条 の2第7項 、8項 等 の趣 旨に反 し、違法であった と

認め られ る。」

二 争点(2)構 成員たる地位 の有無につ いて

(1)「原告 らの請求の うち、構成員名簿への登載 については、登載 自体 によ り

原告 らに何 らかの具体的な利益が発生 し、 あるいは、不登載 によ り直ちに原告

らに不利益が及ぶような ことは考 えられないか ら、本件 では、地位 の確認だけ

で足 りる とい うべ きであ る(構 成 員名簿 の性質や登載請求の根拠 について も判

然 としない。)。したが って、構成員名簿への登載 を求 める訴 えの部分 について

は確認の利益がな く、却下すべ きである。」

(2)自 主脱退の有無
2?

「本件拒絶通知の前後の経過 による と、原告 らは、特定宗教関係費を控除 して

区費の支払 をすること、すなわち、被告町区の区民た る地位 に執着 していた こ

とが うかがわれ るし、本件拒絶通知 自体、 その文面上、脱退 の意思が読 み とれ

得 るような もので もない。 これ らの事実 によると、原告 らによって脱退 の意思

表示が行 われた事実はなかった と認め られ る。…… したがって、……原告 らは、

なお区民 としての地位 にある。」

(3)被 告町区による脱退認定取扱の有効性

「本件で、被告町区は、原告 らが、①本件拒絶通知 において区費 の支払を明確

に拒絶 した こと、②他人を差別発言で罵倒 して、 区長 を攻撃 の的に し、区長 の

選出の目処す ら立たな くさせ るな ど被告町区を混乱 させ た ことを根拠 にして、

被告町区の良好な関係の維持、円滑な活動等が、原告 らによ り 『著 しく阻害 さ
3)

れ ることが明 らか』(自 治省通達)で あるとして、脱退認定取扱 を行っている。」

そこで、①の当否 については、「区費の不払や支払拒絶 自体 に、正当な理由が

あると認め られ る場合 には、それを根拠 に した不利益 な取扱、すなわち、支払
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拒絶 をした者 に対す る脱退認定取扱 はで きない とい うべ きである。 そして、本

件 では、……被告町区の区費の徴収方法 自体が違法で あった と認 め られ る以上、

原告 らの支払拒絶 には正当な理 由が あるか ら、 それ は脱退認定取扱の根拠 とは

な り得 ない。」

② については、「原告 らに相 当性 を欠 くような言動が多々み られたのはた しか

であるが、それは、 もともと被告町区の区費の徴収方法 に問題 があった ことが

原 因の一つで もあ るし、……被 告町区への加入及 び脱退 の自由が大 き く制限 さ

れてい る現状 に照 らす と、 その地位 の喪失事由の有無 について は厳格 に判断す

べ きである。そ うす ると、い まだ本件 の程度では、被告町区の良好な関係 の維

持、円滑な活動等が、原告 らによって 『著 しく阻害 されるこ とが明 らか』で あ

るとまでは認 め られない とい うべ きであ り、脱退認定取扱の根拠 とはな り得 な

い。 したがって、本件 において、脱退認定取扱 はその根拠 を欠 き無効で あるか

ら、原告 らは、なお区民 として の地位 にある。」

三 争点(3)不 法行為の成否 について

被告町区の区費の徴収方法が、「事実上、原 告 らに対 して宗教上の行為 への参

加 を強制す るものであ り、憲法20条1項 前段、2項 、地方 自治法260条 の2第7

項、8項 等 の趣 旨に反 し、違法であった といえるが、その こと自体 か ら、直 ち

に、不法行為 が成立す るということはで きない。なぜ な ら、被告町区は、長 い

間、 そのような徴収方法 を問題 とされ ることな く取 り続 けて きたのであ って、

今 回、原 告 らか ら指摘 され るまでは、 その徴収方法 に内在す る問題点 に気付 く

のは困難であった と考 え られ るか らである(故 意、過失の不存在)。」

「したがって、本件 において、もっぱ ら不法行為の成否が問題 とな るの は、原

告 らが本件 申入 によって区費の徴収方法の問題点を指摘 した以降、すなわち、

平成6年 春以降の被告町区の行為 に限 られ ることにな る。そこで、 同行為 につ

いて、①本件 申入か ら脱退認定取扱 までの対応、②脱退認定取扱、③脱退認定

取扱 以降の対応 について、 それ ぞれ違法性 の有無 を検討す る。」

「以上の事実経過 によると、本件の問題点は、原告 らが、性急 に自己の要 求 を
4)

実現 させ ようとす るあま り、本件回答 の趣 旨を曲解 して受 け止めて しまった と

ころにあるとい うほかない。 そ して、被告町区にしてみれぼ、支払の猶予 とい
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う原告 らの主張 に配慮 した措置 を とったにもかかわ らず、かえって激 しい非難

を受 け、区費の支払拒絶を通告 されたのであって、 そのような経緯 を考慮 する

と、被告町区が脱退認定取扱 に及 んだのはやむを得 なかった もの というほかな

い。 これ らの事情 に照 らせ ば、本件の脱退認定取扱が、社会的な許容限度 を超

え、直 ちに損害賠償 を帰結 す るだ けの権利侵害行為であった とい うことはでき

ない。 したが って、本件申入か ら脱退認定取扱 までの対応、脱退認定取扱のい

ずれ につ いて も、違法性があ るとは認め られない。」

「脱退認定取扱 に違法性が認め られない以上、その後、被告町区が 同取扱 に

従 って原告 らを区民 として扱わなかった行為 については、原則 として違法であ

るとの評価 を受けない。 したが って、原告 らの権利、 自由がさ らに侵害 されて

いる と評価 できるような特段の事情が認 め られない限 り、被告町区の対応 が、

社会的な許容限度 を超 え、損害賠償を帰結す るだけの権利侵害行為 であった と

い うことはできない。」そ こで、特段の事情が認め られ るか どうかについて検討

す ると、被告町区は、弁護士会の勧告を受 けた形 で、「氏子社格割」な どの神社

関係費 を平成11年 度か ら順次、「農家会計 に移管 させて、特定宗教関係費の支出

について全般 的な改善 を行 った こと、脱退認定取扱以降 も原告 らに対 してB市

報等の配布 を行ってきた こ と、特定宗教関係費の改善後、原告 らに被告町区へ

の再加入を呼びかけていることなどの事実が認 められ、これ らの事実によると、

脱退認定取扱以降の被告町区の対応 は、不十分、不適切 なが らも、被告町区な

りの改善への努力や、原告 らの申入れに対す る配慮 をうかが うことがで きる。」

「以上の事実 による と、本件 においては、原告 らの権利、自由がさ らに侵害 され

た と評価 で きるような特段 の事情 は認 め られず、原告 らの対応が、社会的な許

容限度 を超 え、直ちに損害賠償 を帰結す るだ けの権利侵害行為であった とい う

ことはできない。 したが って、脱退認定取扱以降の被告町区の対応 につ いて、

違法性 があるとはいえない。」

【研 究】

一 判 旨の冒頭部分 で示 した ように、本判決は、争点(1)か ら(3)に 対応 し

て、大 き く3つ の部分 に分かれ るが、被告町区、すなわち町 内会ない し地域 自

治会(以 下で は 「町内会等」 とい う)の 性格 の問題 も含 めて、憲法上の問題 は、
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争点(1)「 区費の徴収方法 自体の適否 について」の部分に集約 されてい るので、

以下では、 この部分 を中心 に検討 を加 えることとす る。

本判決 は、 まず第1に 、町内会等が氏子費な どの神社関係費の支出を一般会

計 と区別 しない まま一括 して会費 を徴収 す る方法について、私人間効力の論理
5)

(三菱樹脂事件判決)に よ りなが ら、神社神道 を信仰 しない原告 らの信教 の自由

ない し信仰の 自由を侵 害 し、憲法20条1項 前段、2項 の趣 旨に反 し、違法であ

る と判示 した点で、注 目すべ き判決である。なぜ な ら、 こうした神社 関係費の

徴収方法 は、 日本国憲法制定後半世紀以上経過 した現在で も、各地 に広 く残存

してい るといわれ、下級審 とはいえ、裁判所 が明確 に これ を憲法規定の趣 旨に

反 し、違法 と断 じた意義 と影響力は、相 当大 きなものである と考 えられ るか ら

である。

こうした徴収方法が広 く採 られてきた背景 には、地域 の神社 は、「特定宗教で

はない」 とい う、明治憲法の下での 「神社非宗教論」 と通低 す る論理ない し心

情が存在す る と思われ る。実際 に、本件 で も、被 告町区側 は、A神 社 の宗教性

をめ ぐり、「日本 は多神教の社会」であ り、「A神 社 は被告町区の人々 に とって、

神社 とい うよ りも公 園 となってお り」、 「住民 らが地域 を守 る氏神 としてA神 社

を受 け容れた とき、その心情 は決 して宗教心にのみ根 ざす ものではな く、宗教

宗派 を超 えた存在 としての、その地域 に居住 する者の素朴 で純真 な住民感情で

あ り、もはや特定の宗教宗派 を代表 する とい うものではない。」等 と述べて、そ

の宗教性 を否定 しようとしていた。これに対 して、判決が、「日本国憲法 の制定

の経緯、すなわち、 日本国憲法が、明治憲法下で神社神道が事実上国教化 され

た ことを反省 し、政教分離の制度 を とった上、少数者 の信教の 自由の保障 を徹

底 させ ようとした ことに照 らす と、憲法20条 、89条 でい う宗教 とは、第一 には

神社神道 その ものを念頭 に置いた もの と言わざるを得ず、神社神道が当該地域

に深 く溶 け込んでい るとか、多数 の住民 らが宗教 であるとの意識 を持た なか っ

た として も、 それ らの ことか ら、A神 社 の宗教性が否定 され るものではない。」

と、明快 に指摘 していることは評価 に値 するであろ う。

二 本判決 に含 まれ る憲法上の最大の論点は、団体 の自律権 と構成員の人権

の問題 であると考え られ る。 そ こで次 に、 この憲法上の論点か らみて、被 告町
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区、す なわち町内会等 はどの ように位置づ け られ、本判決 は、 どの ように評価

され るかが検討 されなければな らない。

(1)団 体の 自律権 と構成員の人権

一般 に、団体には、 その自律権 に基づいて、当該団体の目的の範 囲内の行為

をなす 自由が認め られ るとともに、場合 によっては構成員の人権 を制約 してで

も構成員 に対 して支持や協力を求めることができる一方、目的の範囲外の行為

につ いては、構成員の協 力を求 めることはできない と考 えられる。 そこで、①

いか なる団体 のいか な る行為 が当該 団体 の目的の範 囲内の行為 として是認 さ

れ、 また②構成員の人権 との関係において、 どの程度 まで構成員 に支持や協力

を求めることがで きるか とい う問題が、団体の 自律権 と構成員 の人権 とい う憲
6)

法上の論点である。 この論点にかかわる最高裁判決は、1970年 の八幡製鉄事件
7)8)

判決か ら、1975年 の国労広島地本事件判決(国 労事件判決)、1996年 の南九州税
9}

理士会事件判決(税 理士会事件判決)、1998年 の日弁連スパイ防止法反対運動事
コの

件判決(日 弁連事件判決)、2002年 の群馬司法書士会事件判決(司 法書士会事件
11)

判決)ま で5件 あるが、 これ らの判決 は、 この論点に即 して大 き く3つ に分 け

ることがで きる。すなわち、団体の 自律権 と行為の 自由をほぼ無制約 に認めた

八幡製鉄事件判決 と、 その対極 に位置 して、団体の 自律権 と行為 の自由は構成

員の人権 との関係で大幅 に制約 され るとした税理士会事件判決、 そ してその中
　　ラ

間に位置する国労事件判決、 日弁連事件判決、司法書士会事件判決である。

このうち、八幡製鉄事件判決 と税理士会事件判決の関係は、比較的分か りや

すい。なぜなら、八幡製鉄事件判決は、周知の通 り、非強制加入団体であ り、

構成員の脱退の自由が広 く認められる株式会社(八 幡製鉄)に 対 して、政治的

行為であると一般 に考えられ る政治献金を、団体の目的の範囲内の行為 とした
i3)

上で、払込金による株主の協力を容認 した判決であり、税理士会事件判決は、

強制加入団体であり、構成員に脱退の自由が認められない税理士会について、

政党などの政治資金規正法上の政治団体に対 して政治資金の寄付を行 うこと

は、「会員各人が市民としての個人的な政治思想、見解、判断に基づいて自主的

に決定すべき事柄」であり、税理士会の目的の範囲外の行為 とし、そのために

税理士会が行った特別会費徴収の決議を無効 とした判決だか らである。つまり、

両判決のみについて言えば、当該団体が強制加入団体か否かによって、団体の



地域自治会による神社関係費m徴 収と自治会員の信教の自由 127

目的の範囲の広狭が決定 され、 同じ政治献金 に関 して、結論が異なった と理解

され るのであ る。

しか し、中間に位置す る3つ の判決 に目を転ず ると、当該団体が強制加入団

体か否か とい うことだ けが決定要因ではない ことが明 らか とな る。 日弁連事件

判決 と司法書士会事件判決は、いずれ も弁護士会 と司法書士会 とい う強制加入

団体 につ いての事件であったにもかかわ らず、両判決 とも、問題の行為 を団体

の目的の範囲 内の行為 として、構成員への支持 ・協 力要請 を是認 してい るか ら

で ある。

具体的には、 日弁連事件 では、 日弁連が 「スパイ防止法案」の国会提出に反

対す る決議 を行 うな どの反対運動 を行 うことは、原告 らに対 し 「スパイ防止法

案」反対 とい う政治的立場 に対する支持、協力を強制す るに等 しいか ら、原告

らの思想、良心の 自由を侵害する との主張 に対 して、1992年 の東京高裁判決は、

日弁連が弁護士 に課せ られた使命 を達成す るために、基本的人権の擁護、社会

正義 の実現の見地か ら、法律制度の改善 につ いて、一般会費を使って会 として

の意見 を明 らかに し、反対運動 を行 うこ とも、 日弁連の 目的の範 囲内の行為で

あるとして、原告 らの請求を斥 けた。 また、司法書士会事件 では、群馬司法書

士会 が阪神・淡路大震 災に より被災 した兵庫県司法書士会 に3000万 円の復興支

援拠出金 を寄付す るとして、会員か ら登記申請事件1件 あた り50円 の復興支援

特別負担金 を徴収する旨の総会決議 を行 った ことが、会員である原告 らの思想、

信条等を侵害す るとして、原告 らが特別負担金の債務不存在 の確認 を求 めた。

これに対 して、最高裁 は、「司法書士会 はその目的 を遂行 す る上で直接 また は間

接 に必要 な範 囲で、他 の司法書士会 との間で業務 その他 について提携、協 力、

援助等をす ることもその活動範囲 に含 まれ」、 「被 告がいわゆ る強制加入団体で

ある」として も、復興支i援特別負担金の徴収 は、「会員の政治的又は宗教 的立場

や思想信条の 自由を害するものではな く、」総会決議 の効力は原 告 らに及 ぶ と判

示 した。

逆 に、1975年 の国労事件判決 は、強制加入団体で はない労働組合が、いわゆ

る安保反対闘争実施の費用 として、 または公職選挙 に際 し特定候補者 の選挙運

動支援のため政党に寄付す る資金 として、徴収す る臨時組合費 について、 この

ような政治的要求に賛成 す るか反対す るか、 または選挙 において どの政党 を支
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持す るかは、本来、組合員各人が市民 としての個人の思想、見解、判断 に基づ

いて 自主的に決定すべ き事柄であるか ら、組合員 に協力を強制す ることはで き

ない とした判決である。

この国労事件判決は、「組合脱退 の自由」が事実上大 きな制約を受 けている場

合 には、「組合員の協 力義務 を無条件で肯定す ることは相当でない」とい う前提

に立 った上で、 「問題 とされてい る具体的な組合活動 の内容 ・性質」 と 「組合員

に求め られ る協力の内容 ・程度 ・態様等 を比較考量」 することによって、 「組合

員の協 力義務 の範囲に合理的な限定 を加 えることが必要である」 としてい る。

学説 は、これを 「比較考量」論 と呼び、税理士会事件判決 も、「比較考量」 とい

う言葉 は使 っていない ものの、 この 「比較考量」 の判断枠組 に従 って下 された
14}

判決で あるとす る。多少、一般化 していえば、 この 「比較考量」論 とは、団体

の行為の 自由 との関係で、当該団体が どの程度 までその構成 員に支持や協力 を

義務づ けることがで きるかに関 して、 まず当該団体の性格 に注 目して、団体脱

退 の自由が事実上大 き く制約 されているか否かを検討 し、前者 の場合 には、構

成員 の協力義務 を無条件で肯定す る ことは相当でない とい う前提 に立 った上

で、問題 とされてい る具体的な団体活動の内容 ・性質 と、構成員 に求め られ る

協力の内容 ・程度 ・態様等を比較考量す ることによって、構成員の協力義務 の

範 囲に合理 的な限定 を加 えることが必要か否かを判断す る判断枠組であ るとい

える。

この一般化 された 「比較考量」論で考 えれば、 日弁連事件東京高裁判決 も、

「比較考量」とい う言葉 は使 っていないが、実質的には この判断枠組 に拠 った判

決である といえよう。すなわち、 この事件では、強制加入団体 であ り、脱退の

自由が大 き く制 限 されてい る日弁連の政 治的活動の 自由が問題 になっていた

が、問題 とされたスパイ防止法案反対運動が、その性質を考 え ると、弁護士会

の使命 ・目的の範囲内のもの と考 え られ る一方、一般会費の範囲内での支持 ・
15)

協力であり会員への協力要請の程度が低かったことが、本件反対運動の差止請

求 と慰謝料請求を棄却するとの結論にいたる 「比較考量」にあたって重要な要
i6)

素 となった と思われ るか らである。

ここで確認すぺ きことは、先 に述べたように、団体 の自律権 と構成員の人権

とい う論 点には、2つ の問題、すなわち、①いかな る団体 のいかな る行為が当
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該団体 の目的の範 囲内の行為 として是認 され るか とい う問題 と、②構成員の人

権 との関係 において、 どの程度 まで構成員 に支持や協力 を求 めることがで きる

か とい う問題が含 まれてお り、上記の 「比較考量」論 は、② に関す る判断枠組

で あるということで ある。 この点で、国労事件判決が、① の問題 に関 して、労

働組合 による政治的活動 自体については、組合 の目的 と関連性 を もつ ことを否

定す ることはできない として、 これを自由であるとしてい ることが留意 されな

ければな らない。

それで は、本件佐賀地裁判決 は、 この判断枠組か らみた場合 に、 どの ように

評価 され るであろうか。 まず当該団体e被 告町区、すなわち町内会等の性格 を

検討 しなければならない。

(2)町 内会等の性格

町 内会研究の第一人者の研究 によれば、町内会等の特性 としてあげ られ るの

は、従来一般的にいわれていた、①加入単位が個人で はな く、世帯であ ること

(世帯単位の加入)、②全戸 の自動 または強制的な加入であ ること(自 動的加入)、

③活動 目的が多岐にわた り包括的な機能 をもつ こと(包 括的機能)、④行政の末

端補完機能 を果たす こ と(行 政補完機能)の4点 に、⑤1つ の地域 には1つ の
　

町内会 しかないこ と(排 他 的地域独 占)を 加 えた5点 であ るとされ る。そ して、

これ まで 自明のこととして見落 とされていた第5の 排他的地域独 占 とい う特性

が とくに重要であ り、これは、「実 は町内会は、国家や 自治体 と同じ く、ある種
18)

の領土権 を もっているといいか えることがで きる」 とす る。 この ことの意味 に

ついて、論者 は、明治5年 の学制 の頒布 に伴 う全 国数万の小学校の建設が、政

府ではな く、主 として町内会 ない しその連合体である区によって担われた歴史

的事実 を紹介 しなが ら、「本来町内会 は、橋 を架け、道 をっ くるな どの」自治体

行政 の重要な仕事 を、 自ら人々 を動員 し会費 ・寄付 を集 めて、 「自分たちの 自治

的な活動の....と 考 えてや って きた。 ところが、 この ような活動の中核 的な部

分 は行政が税金 を使 ってや るよ うになって、その中心的な部分 か ら手をひいて、

周辺的な部分 のみ を担 当す るようになった とい うのが歴史 的経緯に他 な らな
19}

い。」 と述べている。

こうした都市社会学 の研究成果 に照 らして、町内会等の団体 としての性格 を

再検討す るとすれば、町内会等 は、法的には任意団体 にすぎず、強制加入 団体
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で もないのであるが、実質的 には、上記の通 り、排他的地域独 占、自動 的加入、

包括的機能、行政補完機能 といった特性 を備 えてお り、国家や地方 自治体 に類

似す る高度の公共性 をもつ団体であ るといわざるを得ない。町内会等の行為の

自由 と会員の人権 との関係 を考 える場合 には、 この点を十分考慮す る必要 があ

ると思われ る。

(3)本 判決の評価

上記(2)で 検討 した ように、町内会等が、実質的には、国家や地方 自治体 に

類似 す る高度の公共性 を もつ団体であることか ら、憲法上 「国民」に保障 され

た権利で ある 「結社の 自由」(21条)に 基礎を もつ団体の 自律権 とそこか ら派生

す る団体の行為 の自由は、町内会等については、大幅 に制約 されることにな ら

ざ るを得 ない。 とりわけ、宗教活動にっいては、憲法20条3項 が公 的団体 に対

して、それを禁止 し、同条2項 が、公的団体 は、公 的団体の構成員 に対する宗

教行為 の強制 を禁止 していることか ら、高度 の公共性 を有す る町内会等には、

ほぼ全面的 に宗教活動が禁止 され、当然 の ことなが ら、宗教活動 は町内会等の

目的の範囲外の活動 とな ると考 えられ る。

この点、本件判決 は、明確 な判断を示 しているわけではないが、判 旨_____の(5)

において、被告町区の性格 にっ き、公共的役割を担っていること、98%を 超え

る とい う加入率の高 さ、地域 占拠性、加入お よび脱退の 自由が大幅 に制限され

てい る実態な どを的確 に把握 した上で、「被告町区は、強制加入団体 とは同視で

きないに して も、 それ に準ず る団体であるとい うべ きであ る。 そ して、被告町

区が この ような性格 を持つ団体 である以上、その運営は、構成員が様々な価値

観、信仰 を持つ ことを前提 に してな されなければな らない。」と判示 してい るこ

とは評価 され るところである。

「比較考量」論 によれぼ、本件 の被告町区(地 域 自治会)が 強制加入団体 に準

ず る団体 と認定 されたのであるか ら、次の段階 として、具体 的な団体活動の内

容 ・性質 と、構成員 に求め られ る協力の内容 ・程度 ・態様等 を比較考量す るこ

とによって、構成員の協力義務 の範囲に合理的な限定 を加 えることが必要か否

か を判断することにな るのであるが、本件判決 は、 こうした比較考量の手法 は

とっていない。判決 は、 この後、判例理論で ある私人間効力論 に基づいて、特

定宗教関係費各支出の宗教性を丁寧 に認定 し、区費の徴収 と支出の関係 に検討
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を加 え、被告町区の区費の徴収方法 は、事実上、宗教上の行為 への参加強制 に

あた り、原告 らの信教 の自由ない しは信仰 の自由を侵害 し、違法で あると結論

づ けている。判決が こうした論理 によって、「比較考量」論の手法を採 らなかっ

たのは、本件被告町区が高度の公共性 を有す ることの認識、いいかえれ ば本件

被告町区は、結社の 自由に基づ く団体 自律権 や団体 の行為 の 自由を主張で きる

団体ではない とい う認識が、裁判所の側 にあったためではないか と推測 され る

のである。

信教 の自由が対私人 の関係で どのよ うに保 障 され るか とい う問題 につ いて

は、判 旨一の(4)「 原告 らの被侵害利益の性格」 において、判決 はまず、 「信仰

が人間の存在に とって重要 な意味を持つ ものであるが故 に、 そ こに自由な領域

を確保す る利益 は、対国家 との関係だけでな く、私人に対 する関係 において も

十分 に保障 され るのが望 ましい。かか る意味で、信仰 の自由は、 それ を原告 ら

が主張す るような宗教的人格権 と呼ぶかは別 にして、私人間 においても法 的に

保護 された利益 とみ るべ きであ る」 と述 べ、宗教上の行為 に参加 を強制 されな

い という意味での信仰の 自由は、私人に対する関係で も十分保 障され る とす る。

宗教的人格権 はその内容が曖昧であ り、具体 的な法的利益 として保障 された も

の とはいえない とい う被告 らの主張については、「本件 では、違法性の有無 の判

断 をす るために被侵害利益の性格 を問題 としてい るに過 ぎないか ら、『具体的』

な権利である必要 まではない とい うべ きであ る。」 と一蹴 している。

その上で、「私的団体 とその構成員 との関係 において、団体が構成員に対 して

特定の宗教上の行為への参加等 の強制 をした として も、それが直ちに構成 員の

信教 の自由ない しは信仰の 自由の侵害で あ り、違法で あるとい うことはで きな

い」が、形式的には任意加入の団体であって も、実質的に強制加入の団体 ない

しはそれ に準ず るような団体である と認 められ る場合 には、違法 とな る として

いる。宗教的人格権の侵害が争 われた、 これ までの多 くの事件 と異な り、本件

では、神社関係費 の一括徴収 とい う形で、強制 の要素が明 らか に存在す る こと

が、本件の1つ の特徴 であろう。

また、本件 の1つ の争点である 「区費の徴収 と支出の関係」 については、判

旨一の(7)で 論 じられ てい る。被告町区側 は、 この点について、所得税 の うち

自衛 隊関係費相当部分 の納税 を拒否 した ところ、滞納処分 によ りこれを強制 的
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に徴収 された ことは、思想 ・良心の自由、信教の 自由を侵害す るとして損害賠

償 を請求 した事件 にっいて、 その請求を棄却 した判決(東 京高判平成3年9月

17日 判時1407号54頁)を 引用 して、 区費 の徴収 と予算 に基づ く各具体 的個別支

出 とは、規約の根拠 と手続 を異 に し、直接的具体 的に関連 しているわけではな

いか ら、当該支出に問題があっても、それ は予算の執行上の問題であ り、徴収

の違法性 をきたすわけではない と主張 していた。

これに対 して、判決は、区費 の徴収 と支出は、規約上、根拠 も手続 もいずれ

も異な るが、地域 自治会 の活動に伴 う支 出 とい うのは、国家予算の場合 とは違 っ

て、 もともと限定 された ものであ り、政策 的判断の余地が少 ない。実際にも、

支出の費 目は、数年間、 ほぼ一定 してお り、 それ らの支出 に対応す る形で機械

的に区費の徴収が確定 されてきた ことな どの事実が認 められ、 これ らの事実 に

よる と、区費の徴収 と支 出 との間には、直接的具体的 な関連性が あるとす る。

したがって、本件では、「被告町区は、原告 らに対 し、何 らかの宗教上の行為へ

の参加 を直接 に強制 したわけではないが、特定宗教関係費の支出を続 けなが ら、

原告 らか ら区費を徴収す るとい うことは、原告 らに とって は、区民であるため

に、信仰 しない ことを誓った神社神道のために区費の支払 を余儀 な くされ る と

い うことで あ り、 これは、被告町区への加入及び脱退の 自由が大 き く制限 され

てい るとい う現状 に照 らす と、事実上、原告 らに対 し、宗教上の行為への参加

を強制す るものであった と認 め られ る。」 と説得 的な形で論 じている。

三 残された課題

今後に残された課題 としては、本判決の射程範囲の問題がある。現在なお、

本件町区 と同様の問題、すなわち、氏子費などの神社関係費の支出を一般会計

と区別 しないまま一括 して町内会費等 として徴収する慣行を継続 している町内

会や地域 自治会は少な くない といわれるが、本件の被告町区は、平成9年 に地

方自治法260条 の2に 基づいて「地縁による団体」として法人格を取得 してお り、

本判決(具 体的には、判旨一の 「区費の徴収方法自体の適否について」の部分)

の先例 としての適用範囲は、法人格を取得 した町内会や地域自治会に限定 され
20)

るのか否か とい う問題であ る。本判決は、被 告町区が法人格 を取得 してい るこ

とか ら、判 旨一の(1)の 冒頭で、区費の徴収方法が憲法だ けでな く、地方 自治
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法260条 の2第7項 、8項 等の趣 旨に反す る と結論 し、判 旨一の(5)「 被告町区

の性格」 の箇所で、被告町区が法人格 を有す ることを前提 に、地方 自治法 によ

る種々の規制がなされ ることを指摘 した上で、「被告町区は、その公共性が法 的

に も明確 に位置づ けられている」 と述べてお り、 その限 りで は、本判決 の適用

範囲は法人格 を取得 した町内会等 に限定 され るように も読 める。 しか し一方で

は、上で述べた ように、判決 は、被告町区が その性格 として高度の公共性 を有

す ることを認識 している と推測 され、本判決の論理は法人格 を取得 した町内会

等 に必ず しも限定 されない と考 え られ るので ある。その意味で、 この点 の吟味

は今後 に残 された課題 というべ きであろう。
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